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研究成果の概要（和文）：本研究では、国産農産物の海外産に対する製品差別化の計量経済分析から、国内農業
の支援策や成長策に関する知見を得た。
　具体的には、まず、関税削減による国産牛肉生産への影響が懸念されていることを踏まえ、和牛肉、交雑牛
肉、乳用牛肉および輸入牛肉の間の代替関係を明らかにした上で、TPP協定発効の影響を明らかにした。また、
新マルキン事業のTPP対策効果について分析し、影響緩和の程度や追加で必要となる予算額を明らかにした。
　さらに、農産物輸出に関して、輸出が急伸している米国向け緑茶を対象として、日本産と海外産の代替関係
や、日本産の輸出が急伸した理由を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This study conducts an econometric analysis of product differentiation of 
Japanese agricultural products against other county’s products to get knowledge about measures for 
supporting and growing agriculture in Japan.
　Specifically, based on concerns in Japan about the impact of reducing tariffs on domestic beef 
production, we first clarified substitution relationships among Wagyu beef, hybridize type beef, 
daily beef, and imported beef and then clarified the effect of the TPP agreement. In addition, we 
analyzed the countermeasures effect of the beef Marukin program on the TPP agreement and clarified 
the degree of impact mitigation and additional amount of budget required.
　Furthermore, regarding agricultural exports, we targeted green tea exports to the United States, 
which are expanding rapidly, and clarified the substitution relationships among Japanese and other 
country’s teas and the reason for the rapid expansion of Japanese exports.

研究分野： 農業経済学

キーワード： 製品差別化　国産農産物　計量経済分析　関税削減影響　輸出拡大

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　TPP協定による影響に関して、最重要ポイントの１つであるにも関わらず、これまでほとんど分析が行われて
こなかった国産農産物の海外産に対する製品差別化に着目し、その程度を計量経済学的に明らかにした上でTPP
協定の影響を分析することを通して、より実態に沿った分析からの知見を提供し得た点に本研究の意義があると
考えられる。
　また、農産物輸出に関して、事例調査の結果から議論されることが多い国産農産物の製品差別化や輸出拡大要
因について、計量経済分析を通して、より全体的かつ客観的な視点からの知見を提供し得た点に本研究の意義が
あると考えられる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
環太平洋経済連携（TPP）協定が 2015 年 10 月に大筋合意に達したことを受け、わが国では、

関税削減による国内農業生産への影響を緩和するための支援策について議論が行われている。
限りある予算を効率的かつ有効に使用するには、関税削減影響を予測する必要があるが、その
ためにはまず、国産農産物の海外産に対する「製品差別化の程度」を正確に捉えることが重要
となる。それは、例えば、ある国産農産物が海外産と完全に差別化されている場合、海外産が
どれだけ安くなったとしても、その国産農産物の需要には影響が及ばず、延いてはその国産農
産物の生産にも影響が及ばないためである。その一方、ある国産農産物が海外産と差別化され
ていない場合、関税削減はその国産農産物の生産に深刻な影響を与える可能性が考えられる。 
 また、農産物の貿易自由化がより一層進展する中、国内農業を成長させる手段として農産物
の輸出拡大が重要視されており、政府は農林水産物の年間輸出額を１兆円まで拡大させるとい
う目標を設定している。ただし、国産農産物は、海外産よりも価格が高く、価格競争力を持た
ないため、現在は品質などの非価格競争力を強みとして輸出拡大が図られている。非価格競争
を行うには、国産農産物が海外産と差別化されていることが前提として求められる。したがっ
て、輸出拡大が見込まれる海外市場および品目に対して重点的に支援を行うといった、効率的
な輸出拡大策を立てるには、国産農産物の海外産に対する製品差別化の程度を、海外市場別・
品目別に正確に捉えることが重要となる。 
以上から、TPP 協定という一層の貿易自由化を目前に控えるわが国において、効率的かつ有

効な国内農業の支援策や成長策を立てるには、国産農産物の海外産に対する製品差別化につい
て、計量経済分析を行うことが喫緊の課題であると考えられる。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、上記の背景を踏まえ、国産農産物の海外産に対する製品差別化について計
量経済学的に分析することを通して、国内農業の支援策や成長策についての知見を提供するこ
とである。 
  
３．研究の方法 
本研究の主な内容は、次のとおりである。 
Ⅰ．国内市場を対象として、国産農産物の海外産に対する製品差別化について計量経済分析

を行い、関税削減影響の程度を予測するとともに、国内農業の支援策についてインプリ
ケーションを求める。 

Ⅱ．海外市場を対象として、国産農産物の海外産に対する製品差別化について計量経済分析
を行い、国産農産物の輸出拡大策についてインプリケーションを求める。 

 なお、本研究では、国産農産物の海外産に対する製品差別化の程度を、品目間の比較や時系
列変化を追うことができる需要の価格弾力性として計測する。 
 
４．研究成果 
 本研究の主な分析結果は、以下のとおりである。 
 
（１）関税削減（TPP 協定）の影響分析 
 TPP 協定発効によるわが国牛肉生産への影響が懸念されていることを踏まえ、国内市場につ
いては、牛肉・食肉需要構造の計量経済分析を行った。分析に当たっては、牛肉・食肉を８品
目（和牛肉、交雑牛肉、乳用牛肉、輸入牛肉、国産豚肉、輸入豚肉、国産鶏肉、輸入鶏肉）に
分類し、代表的な需要システムである Linear Approximate Almost Ideal Demand System
（LA/AIDS）モデルおよび時系列分析の手法を用いた。 
分析の結果、①和牛肉および交雑牛肉は輸入牛肉と差別化されているものの、乳用牛肉は輸

入牛肉と競合関係にあること、②TPP 協定発効によって乳用牛肉の需要量は 8.6%減少すること、
③国産牛肉全体の需要量は 2.6～5.2%減少し、輸入牛肉の需要量が 26.7%増加することにともな
い、牛肉全体の需要量は 13.7～14.7%増加することなどが明らかになった。また、1991 年の牛
肉輸入の関税化を契機に導入が進められた交雑牛（F1牛）の開発と生産拡大が、これまでの輸
入自由化への対応策として非常に有効であったことも分析から明らかになった点である。 
以上のことから、TPP 協定の発効は、輸入牛肉との差別化に成功した和牛肉および交雑牛肉

には有意な影響を与えない一方、輸入牛肉と競合関係にある乳用牛肉には一定の影響を与える
と考えられる。 
 
（２）関税削減（TPP 協定）の影響緩和政策の分析 
 国産牛肉生産への関税削減影響を緩和することが期待されている肉用牛肥育経営安定特別対
策事業（牛肉新マルキン事業）について、その TPP 対策効果を分析した。牛肉新マルキン事業
は、１頭当たり粗収益が平均的生産費を下回った場合に、その差額の８割を補填する制度であ
り、TPP 協定の発効にともなって補填率が９割に引き上げられる。分析に当たっては、国産牛
肉を３品種（和牛肉、交雑牛肉、乳用牛肉）に分類し、新マルキン事業の効果を考慮し得る供
給関数、関税削減影響や品目間の代替関係を考慮し得る需要関数を用意した上で、予算制約を
考慮した複数のシナリオについてシミュレーションを行った。 



分析の結果、TPP 協定発効後に補填率が９割に引き上げられた場合、①輸入牛肉と競合関係
にある乳用牛肉の生産額は 11.7%減少するため、乳用牛の肥育農家はさらなるコストダウンが
求められること、②３品種すべてで９割補填を実現するには、恒常的に 312.0 億円の追加支出
が必要になることなどが明らかになった。 
以上のことから、必要な予算を確保することができなければ、新マルキン事業の TPP 対策効

果が小さくなってしまう恐れがあることから、政府は今後、長期的に安定した予算を確保する
ため、農林水産省令で定めるとしている補填率を法律に明記するなどの取組みが必要になると
考えられる。 
 
（３）農産物輸出拡大の要因分析 
 国産農産物の輸出に関しては、米国市場における緑茶需要構造の計量経済分析を行った。米
国の緑茶輸入における日本産の輸入額シェアは、2006 年から急伸し、2017 年には中国産を抜い
て第１位になるなど、米国向けの緑茶は輸出拡大に成功した品目であると言える。分析に当た
っては、分析対象期間を 1994 年～2005 年と 2006 年～2017 年に分けた上で、米国の輸入緑茶市
場における日本産、中国産、その他国産を対象として、LA/AIDS モデルおよび時系列分析の手
法を用いた。さらに、需要構造の分析結果をもとに、日本産の輸入額シェア変動に対する各要
因（日本産価格、他国産価格、緑茶への総支出、嗜好の変化）の寄与度についても明らかにし
た。 
分析の結果、①日本産緑茶は中国産およびその他国産と差別化されていること、②1994 年～

2005 年において日本産緑茶の輸入額シェアが減少した要因は、米国の緑茶への支出増加と日本
産需要の支出弾力性の相対的な低さであり、2006 年～2017 年において日本産緑茶の輸入額シェ
アが増加した要因は、嗜好の変化であったことなどが明らかになった。 
 以上のように、日本産緑茶の輸入額シェアが急伸した理由は、「嗜好の変化」であることが明
らかとなった。他国産と異なる嗜好の変化の前提には、他国産との製品差別化が存在している。
したがって、海外産との差別化を図ることができた上で、日本産緑茶をより一層好んでもらえ
るような嗜好の変化を引き起こせたことが、日本産緑茶輸出拡大の成功の一因であったと考え
られる。 
 
 以上のように、国内市場および海外市場ともに、国産農産物の海外産に対する製品差別化が
それぞれ重要な役割を果たしていることが明らかになった。 
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